
容量市場について

2019年1月30日
資源エネルギー庁

資料 ３－1



1

1. 容量市場における費用負担の考え方

2. 容量市場の早期開設について
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議論の背景

 第27回制度検討作業部会において、容量市場における費用負担の考え方について一
般送配電負担となるのは託送料金に算入されている分までというこれまでの整理に則っ
て、稀頻度リスクに対応するため追加確保する予備力については小売負担とすることを
事務局案として提案した。

 一方で、事務局提案に対して、今回追加確保する予備力は、システム全体の安定性を
確保するためのものであると考え、送配電負担としてはどうかというご意見もいただいた。

 そこで、今回、託送料金の見直しが行われることを前提とするとどのような費用分担があり
得るか改めてご議論いただきたい。
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第27回制度検討作業部会における委員・オブザーバーのご発言 (1/2)
委員意見

 (松村委員)このＮ－１を考えるというところまで来たときに、小売が負担するのだけれども、あるいは特定の事
業者というのが負担するのだろうけれど、それは原因者負担という考え方も少し考えていただきたい。例えば、Ｎ
－１が単機最大容量だとして、それがその系統の中で突出して大きな発電機だったとすると、その発電機がな
ければそれが大きく変わって、調達量が大きく減るという状況が仮にあったとして、それって小売事業者全体が負
担するのかですか、その原因をつくった人が負担するのかということは、きちんと考えていただきたい。(中略)具体
的に言うと、発電事業者に負担していただくことだってあり得るのだと思います。
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第27回制度検討作業部会における委員・オブザーバーのご発言 (2/2)
オブザーバー参考意見

 (柳生田オブザーバー) 我々小売電気事業者としての考えとしましては、現在のＨ３需要に対して102％まで
小売から回収というのは、その小売需要に関しては需給が変動しますので、そこに関する変動に関しては小売
の責任だろうということで、小売が負担するということであり、それから上の部分に関しては、系統の安定性という
意味での必要だと思いますので、そういう意味ではネットワークで負担するということになっていると受け止めており
ます。今回、Ｈ３需要をＨ１需要に読みかえたときに、それが小売に転嫁されるということは、ちょっと納得しが
たいところがあって、ここも系統の安定性ということを考える意味での予備力という風に考えれば、託送料で負担
するのが普通の考え方ではないのかなという風に思います。

 (佐藤オブザーバー) 費用負担のところは必ずしも私どもの委員会で全て議論していただくところかどうかはわかり
ませんが、少なくとも広域機関の規定等によりましては、小売の供給力確保義務に関しましては、厳気象でご
ざいますとか、今、議論になっておりますような稀頻度のところというのは、別に上位でいるというわけではございま
せんので、(中略)小売からの回収ということも念頭に置くのも、私どもの規定を変えればいいわけでございますが、
現規定上はこういった回収の仕方もあり得るのかなというふうに考えております。

 (竹股オブザーバー) 費用負担について、実際にこのＮ－１の事象を電源脱落のところまで小売が負担すると
いう考え方が適切なのかというところは、ちょっと疑問を持っておりまして、ここについて、場合によっては託送料金
での負担というのが適切かというふうに思っているところもあります。ここについても今後の検討にぜひ委ねていただ
ければと思います。
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1. 容量市場における費用負担の考え方

2. 容量市場の早期開設について
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議論の背景

 前回第27回制度検討作業部会において、容量市場早期開設についてご議論いただい
た。前回の議論での指摘を踏まえ、容量支払いの開始を23年度とした場合に、最も必
要供給予備率の低い21年度、22年度にどのような影響があるか、事務局において検討
したので、容量市場早期開設の要否について改めてご議論いただきたい。
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再掲: 供給力確保手法の類型

 2024年以前における供給力不足に対しては①必要供給力全量に対して手当をする
(容量市場の早期開設)、②不足分のみを確保する (電源入札等)、③対応策をとらな
いという3つの対応が考えられる。

第27回制度検討作業部会 資料4

具体的な制度 対象電源

• 容量市場
(早期開設)

案①:
全量手当

• 全電源 • 必要量を一つの仕組みで包
括的に確保するため、より確
実に供給力を確保できる

• 全量確保のため、短期的な
小売負担が大きくなる

メリット デメリット

• 電源入札等案②: 不足分
のみ手当

• 供給計画に計上
されていない電源
(新設、DR、休
止電源立上等)

• 調達量を限定するため、短
期的な小売負担を抑えられ
る

• 供給計画対象外となると容
量市場開設前に固定費分
をカバーしてもらえるようになる
ため、供給計画への未計上
や休止等を促してしまう危険
性がある

• - • - • 追加的な負担は発生しない • 停電や節電要請のリスクが
高まる可能性がある案③: 手当なし
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再掲: 供給力確保手法 (事務局案)

 供給力を確実に確保するためには、可能な限り容量市場を早期開設することが望ましい。
 一方で、容量市場の初回オークションは制度設計やシステム構築などの準備を可能な
限り早めたとしても2019年度へ前倒しすることが限界。また、電源新設のリードタイム等
も考慮してオークション実施から受渡までの期間を4年と整理したことも踏まえると、容量
市場の初回受渡は2023年度(1年度前倒し)としてはどうか。

 なお、その際には、容量市場の受渡開始を2024年度とした際の考慮事項との関係につ
いて留意が必要。

 2023年度より前については、供給力が不足すると判断された際には、緊急に供給力
(休廃止延期、休廃止電源の立上、DR等)を確保する手段を整備する必要があるので
はないか。ただし、このような制度の導入によって電源の休廃止が促進されないような工
夫が必要 (募集対象電源等の範囲や、このような手段で確保した供給力のリクワイアメ
ントやペナルティ等について今後整理)。

第27回制度検討作業部会 資料4
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第27回制度検討作業部会における委員・オブザーバーご発言 (1/3)
委員意見

 (松村委員) 容量市場で実際支払いが始まるのは2024年度から。でも、それよりも前に供給力の不足があらわれるかもしれな
いから、何らかの対策をというときに、容量市場を前倒しすることも含めて検討するというのは、(中略)筋のいいやり方だとは到底
思えません。容量市場は、あれだけすったもんだして、ようやく細部が固まった、経過措置だとかも含めて細部が固まった。あの論
議をもう１回やり直すつもりですか。これが2024年からということを前提にしていろんなことが決着したというのに、また１年前倒し
するということをしたとすれば、その分だけ、もちろん経過措置というのはそのまま延ばされるということは当然あるのでしょうけれど、
ウインドフォールゲインの部分はまた増える。ここからまた議論を始めるのですかということを考えると、私はとても筋の悪いやり方だ
と思う。ちゃんとした理由があって、24年度からということにしていたのに、こういうことがあったからというので、場当たり的にこれを前
倒しするのは、とても筋の悪いやり方。極端なことを言えば、ネットワーク部分が調達するⅠ’を上乗せするやり方だって、十分あり
得ると思います。それから、これは絶対に誰も賛成してくれないと思いますが、なぜ2023年度に供給力が不足する、心配だとい
う事態が起こってくるのかというと、基本的な理由は、総括原価と地域独占に守られていた時代につくられた電源、老朽化した
火力を安直に畳むから。これが主たる原因なわけですよね。もしそうだとすると、言われたような弊害を起こさないやり方でとても
簡単なやり方があります。どこか基準年度を設けて、例えば2015年度だとか14年度だとかに基準年度を設けて、その基準年
度から2023年度までの間にリプレースしないで廃止する老朽化火力を持っている旧一般電気事業者、あるいはひょっとしたら
Ｊパワーなのかもしれませんが、そういう事業者にコスト負担していただいて、一方で老朽化した火力というのを維持してくれる事
業者にお金を回すというスキームだってあり得る。
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第27回制度検討作業部会における委員・オブザーバーご発言 (2/3)
オブザーバー参考意見

 (竹股オブザーバー) 容量市場の開始時期の１年前倒しにつきましても、１年前倒しの効果というのが、実際に足らない2021
年度に対してどの程度効果があるのかというのが疑問だというふうに思います。この辺については特にご説明がなかったので、お考
えを、聞かせてほしいと思います。そもそも2020年、オークションを開始して、2024年の費用負担発生、これはいろんな角度か
ら議論した上で決まったと理解しています。ですから、そんな簡単に前倒しが決められる話ではないというふうに思っておりますので、
効果からみてそこまでのことをやる必要があるのかというふうに思います。単純に、小売は負担の１年分増える話なので、ここにつ
いては、前倒しの必要性がいろんな形で納得できたとしても、やはり唐突感は否めません。小売としては、2020年、2024年に
向けて、自分なりの設備形成なり、相対契約なりで手当てをしようというところに、１年前倒しというところは、いろんな形で今ま
での目論見を崩すところがあるものですから、何らかの激変緩和は、ぜひお願いしたいというふうに考えています。極端なことを言う
と、費用負担の総額が変わらないような形の軽減措置を入れるとか、ぜひそんな形をご検討いただければと思う次第です。

 (竹廣オブザーバー) 本当に容量市場、あそこまで決めたことを前倒しするのかといったところにつきましては、やはり小売としては
相当いろいろな懸念を持っています。とはいえ、この供給力、昨今の経緯も踏まえまして、供給力を確保していくことについては、
重要だと認識しているところですけれども、この18ページにもございます中長期の予備率の見通しのところで、仮にこの2021が本
当にこういう状況で、ここについて手当てを考えていかないといけないということが、この数字の精査も含めてですけれども、本当に
そうだということであれば、今の費用負担の話にもつながりますけれども、例えば早期に老朽化した電源が退出していくことを防ぐと
いうことでいうと、オークションの時期だけを前倒しして、実際の費用負担はそのまま2024年でというようなやり方もあるのかなと
思っています。道筋をつけることで、早期退出を抑えるというような効果でもってこの課題が解決できるのであれば、そういう方策も
あるのかなと思いますので、まずは、この辺の数字を精査するといったところをぜひお願いしたいとは思いますけれども、実際小売が
キャッシュアウトする時期も前倒ししてしまうと、今、竹股さんのほうからもあったとおり、いろいろと懸念もございますので、そういった
面も含めてご検討いただければと思います。



15

第27回制度検討作業部会における委員・オブザーバーご発言 (3/3)
オブザーバー参考意見 (続)

 (鍋田オブザーバー) まず、容量市場を開設することによって、ここにも書いてございますが、供給力を確実に確保できるということ
と、それから、負担が公平にできるというところが重要だと思っています。そのときに、2019年度へ前倒すことが限界と書いてあり、
これはよく理解できます。それから、リードタイムが電源の新設を考えると４年だと書いてございます。その下には、2023年以前の
場合、もし起きたらどうしようかということがございまして、いろいろな選択肢はあると思いますけれども、2023年にはどうしても供給
力が足りなくなって、緊急的に休廃止が進まないようにするということであれば、リードタイムを短くして容量市場をやるということも、
一つの案としては成立するのではないかなと思いますので、コメントさせていただきます。
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基本的な考え方

 昨年度末に広域機関が策定した供給計画とりまとめにおいては、2021、22年度が予
備率の確保上最も厳しい時期となっている。他方で、同期間においても、現時点では安
定供給に最低限必要となる予備率 8%が確保されている。

 ただし、同供給計画においては、老朽電源も供給力として計上されている。こうした老朽
電源の維持が行われず、新たな休廃止が行われる場合には、供給力はさらに減少する。

 老朽電源の休廃止を抑制しつつ、それでもなお追加的な供給力が必要となった場合に
は、DRの追加確保、休止中電源の再稼働、緊急電源の設置といった方策を検討して
いく必要があるのではないか。

※第27回制度検討作業部会で議論したとおり、老朽電源の休止を抑制しないまま、供給力の追加
募集のみを行った場合、供給力増加の効果が薄いと考えられる。
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参考: 電源休廃止動向

 各電源は十分なリードタイムを持って計画的に休廃止を行っているものもあれば、1,2年
前に休廃止を決定するケースもある。

 従って、現時点で休廃止を決定していない電源についても、今後の状況によっては、23
年度より前に休廃止を行う電源が生じる可能性がある。
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電源存続の効果

 電源を休止せず、存続させる場合、安定的に発電可能な電源として稼働することが期
待され、供給計画上当該電源の発電能力※は供給力として計上される。

 容量確保契約の対象年度外において、容量確保契約と同様のリクワイアメント・ペナル
ティを課すことは困難であるが、実際の運用においては、旧一般電気事業者の電源は自
主的取組として、限界費用ベースで余剰電力の全量を卸電力市場へ投入されている。
また、相場操縦行為に該当する行為がないかなど電力・ガス取引監視等委員会が監視
を行っている。

※供給計画上、「当該年度において安定的に発電可能な出力」が「発電能力」と定義され
供給力として計上されている (供給計画届出書の記載要領参照)。
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供給力確保による効果

 容量市場の早期開設によってより確実に供給力を確保できれば、スポット市場における
価格スパイクが発生する蓋然性が減り、スポット市場における小売負担が減少する効果
も得られるのではないか。

第33回制度設計専門会合資料6-1
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参考: 今後の予備率低下リスク

 18年夏季は、6エリアで夏季最大需要がH1需要想定を越える結果となった。今後も
H1需要が増加していくと更に予備率が厳しくなるリスクがある。

第３３回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２－１
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容量受渡年度以前に供給力が不足した場合の対応

 容量受渡年度以前に供給力が不足した場合、広域機関において、需給バランスの精
査を踏まえ、各エリアにおける電源I‘の積み増し、電源入札、DRを含めた容量不足分に
ついての全国的な特別オークションの開催による対応を採ることが考えられる。

 DRを含めた容量不足分についての特別オークションの運用については、今後、必要に応
じて詳細を検討していくこととしてはどうか。
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参考: オークションのみを前倒す提案について

 第27回制度検討作業部会において､オブザーバーから「オークションの時期だけを前倒し
して、実際の費用負担はそのまま2024年でというようなやり方もある」のではないかとの指
摘があった。

 この点に関し、容量受渡年度を前倒ししない場合、23年度まで維持すべき老朽電源を
24年度まで維持することになり、電源の新陳代謝がその分進まない可能性がある。

 また、23年度より前に休廃止の可能性がある電源について、容量市場からの受取額が
従前と変わらないとすれば電源休廃止の判断への影響が限定的になる可能性があるの
ではないか。
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既設電源に対する経過措置の控除率
 中間とりまとめにおける既設電源に対する経過措置の考え方を踏まえると、容量市場開設時期を
前倒す場合は、2023年度に容量を受け渡す既設電源については、49%の控除率を課すことが
考えられる。

 小売負担への配慮から更に控除率を引き上げることも考えられる一方で、老朽電源の休廃止抑
制への影響についても考慮する必要があり、慎重な検討が求められる。

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
控除率 49% 42% 35% 28% 21% 14% 7% 0%

経過措置における控除率の推移

控除率の計算方法
(制度検討作業部会中間取りまとめより抜粋)
• 容量市場導入直後の小売電気事業者の競争環境に与える影響を軽減する観点から、一定期間、容量市場から発電事業者への支払額を一定の率で

減額する。（減額率は調達容量に占める控除 kW の割合に基づくものとし、控除 kW は 2020 年の容量市場開設時点から期間とともに減少させ
る。また、発電事業者への支払額の減額を、小売電気事業者の負担額の減額に反映させる。）

• 容量市場開設時点の控除 kW は、経過措置起算時点以前からの電源の容量（kW）に一定の比率をかける形で算定する。一定の比率については、そ
うした電源について、維持のための修繕費等や追加投資に要する支出も勘案して定める。

• 経過措置起算時点については、現在進行中の建設案件への影響を防ぐ観点から現時点より前に設定することが適当であり、かつ、①東日本大震災前後
で電気事業を巡る環境が大きく激変したこと、②10年目程度まで減価償却コストが多く発生し固定費コストが高いことなどから、東日本大震災発生時点
（2010 年度末）とする。

• 容量市場開設時点の控除率は、経過措置起算時点以前に建設された全ての電源（旧既設電源）の 7 割とし、2020 年以降、段階的に減少させ
ていくこととする。

• 2030 年時点では、経過措置起算時点以降 2020 年までに建設された既設電源（新既設電源）も、全て建設後 10 年以上が経過することから、旧
既設電源と新既設電源との公平性を確保する観点や、容量市場開設後一定期間後には卸電力市場価格の価格低減に寄与することが考えられることを
踏まえ、2030 年（容量の受け渡し時点）には経過措置を終了させることとする。
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今後の検討について

 小売負担との関係にも留意しつつ、 20年度以降の供給力確保に万全を期す観点から、
容量市場の開設を1年度前倒すことについて、検討を深めていただきたい。

 なお、容量市場の開設を前倒す場合、準備の観点から速やかに方針を固めることが求
められ、前倒しの要否について早期に結論を得ることが重要。


